
令和６年度「世界に打って出る若者育成事業」 募集要項
１　趣旨

県内の高校、大学等が実施する海外体験プログラム（以下「プログラム」という。）に参加する生徒・学生を支援し、もって、国際的な視野を備え、地域はもとより世界を舞台に活躍する青年の育成に資する。
２　定義
この要項において、「高校」とは、県内の高等学校、中等教育学校（後期課程）、特別支援学校高等部、専修学校（高等課程３年制）、「大学等」とは、県内の大学、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程２年制以上）をいう。また、プログラムを実施するため高校・大学等を主たる構成員として設立された実行委員会もこれに含む。
「生徒・学生」とは、県内の高校、大学等に在籍し、それらが実施するプログラムに参加する生徒・学生で、日本国籍を有する者又は日本の永住が許可されている者をいう。
３　補助の対象
次項のプログラムを企画･運営する高校、大学等
４　補助の対象となるプログラム

次の(1)～(8)に掲げる要件を満たし、本事業の効果が期待できるプログラムとする。
(1) 渡航時期
令和６年７月１日（月）から令和７年３月３１日（月）までの間に実施される渡航期間
１か月以内のもの。

(2) 内容

生徒・学生が、現地の生活や文化に触れることなどを通し、将来、長期の海外留学や調査・研究活動又は海外勤務等の多様な活動を起こすきっかけとなるような、語学研修に留まらないプログラムであること。
【例】

・ 現地青年や現地の人々との意見交換等の交流活動
・ 現地の生活や文化等に触れる活動（現地の一般家庭でのホームステイやホームビジット、現地学生寮におけるルームシェアなど）
・ その他、各高校、大学等の教育方針に基づく様々な異文化体験活動や交流活動など
(3) 事前研修・事後研修の実施
　　プログラム参加者に対する事前研修・事後研修を行い、事前研修においては郷土学習を取り入れること。
 (4) 実施体制

プログラムは、明確な管理･責任体制の下で実施され、生徒・学生の参加･選考基準及び教育的配慮が確立されていること。また、渡航先での研修活動を支援する団体（現地の高校、大学等）からの協力を得られること。
(5) 重複補助の禁止
国、都道府県、市町村（これらの外郭団体を含む）から補助を受けていないプログラムであること。

(6) 校内報告会の実施
　　　 本事業に参加していない生徒・学生などへプログラム実施の成果を還元できるよう校内報告会を実施すること。報告会終了後、２週間以内に報告会の資料を１部提出すること。
(7) プログラムのホームページ、SNS等での発信

　　多くの若者に、海外に興味・関心を持ってもらえるよう、海外体験プログラムについてホームページ、SNS等で発信すること。
　 (8) 追跡調査への協力
　　　 本事業の効果を検証する目的で、事業報告とは別に、プログラムの実施結果、生徒・学生に生じた変化や進路などについて報告を求める場合があること。

５　補助対象経費及び補助額
補助対象経費は、参加学生及び生徒の海外渡航費及び現地研修経費（現地宿泊費、ホームステイ代及び現地における交通費、授業料、施設使用料）。
補助額は、下記１、２の限度額と実際に要した費用の３分の１とを比較して、少ない方の額を予算の範囲内で補助する。
１) アジア諸国を訪問するプログラム
１プログラムあたりの補助限度額は、７０万円とする。

ただし、生徒・学生１人あたり７万円を限度として補助
２) アジア諸国以外を訪問するプログラム
１プログラムあたりの補助限度額は、１５０万円とする。

ただし、生徒・学生１人あたり１５万円を限度として補助
	【本事業における、アジア諸国の定義】・・・東アジア、東南アジアに所在する国や地域


６　応募方法
補助を希望する高校、大学等の長は、次のとおり申請書類を知事に提出するものとする。
(1) 申請書類
・　令和６年度「世界に打って出る若者育成事業」プログラム申請書(様式１)
・　プログラム計画書（別紙１）
　　　※　各種申請書類様式のダウンロードは福岡県ホームページから行うこと。
　　　　　（https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/uttederu-06.html）
　　【申請書作成に係る注意事項】

〇　申請書類は、指定の申請様式以外は使用しないこと。
別葉で添付された資料に記載されている内容は評価対象外とする。

〇　申請書類のフォント、行間などの書式設定や、枠の大きさは変更せず、制限文字数内
で、記載例（別紙）に従い記入すること。
〇　申請書類は、日本語による表記とすること。
〇　申請書類は、すべて片面印刷で提出すること。
〇　申請書類は一切返却しない。
※　指定の申請様式を使用しない場合又は変更した場合及び記載例に従わない場合は、審
　　査の際に減点の対象とする。

(2) 受付期間
　　令和６年４月１日（月）から令和６年４月１２日（金）１７時まで（必着）
　　※　郵送の場合は４月１２日（金）までの消印のあるものを受け付けます。　

　※　毎年多数の応募をいただいており、審査の公平性を図るため、受付期間を過ぎての応

募は受け付けておりません。
(3) 申請書類提出
　　郵送、持参（平日９：００～１７：００）又は電子メールによること。
　　郵送：〒812-8577（住所記載は不要）
　　　　　福岡県人づくり・県民生活部私学振興・青少年育成局 政策課
企画・生涯学習班あて
　　持参：福岡県庁北棟６階　私学振興・青少年育成局 政策課 企画・生涯学習班
　　　　　【福岡市博多区東公園７番７号】
電子メール：shisei-kikaku@pref.fukuoka.lg.jp
７　プログラム申請可能件数

１学校につき、高校は１件、大学等は２件までとする。

８　申請されたプログラムの審査及び採択等の通知

高校、大学等の長から提出されたプログラムについては、福岡県「世界に打って出る若者育成事業」選考委員会において内容を審査の上、プログラムの採択及び補助上限額を決定し、
令和６年６月上旬を目処に当該高校、大学等の長に通知する。
９　補助金の交付
採択決定を受け、補助金の交付を受けようとする高校、大学等の長は、福岡県知事に「世界に打って出る若者育成事業補助金」交付申請書を提出するものとする。申請を受け、県において内容を精査し、補助金の交付決定を行う。（交付申請様式は別途指示）
プログラム実施前に補助金の交付を受けようとするときは、交付決定後、概算払請求書の提出により請求できる。
10　実績報告書の提出及び補助金の額の確定
高校、大学等の長は、事業が完了（精算が完了）した日から起算して３０日を経過した日又は交付決定のあった日の属する年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い日までに、「世界に打って出る若者育成事業」実績報告書を提出すること。３月に事業を実施する場合は、４月１０日までに実績報告書を提出できるよう、実施日程を考慮すること。（実績報告書の様式は別途指示）
実績報告書の提出をもって補助金の額の確定を行い、高校、大学等の長に「額の確定通知」を送付するものとする。
なお、この際、既にその額を超える補助金が交付されているときは、期限を付して、その超える分の補助金の返還を命ずるものとする。
　　
11　その他

生徒・学生から提出された個人情報は厳正に管理し、本事業の円滑な実施のためにのみ利用する。
12　問合せ先
福岡県人づくり・県民生活部私学振興・青少年育成局 政策課 企画・生涯学習班
〒812-8577　福岡市博多区東公園７番７号
TEL:092-643-3134　FAX:092-643-3122
E-mail: shisei-kikaku@pref.fukuoka.lg.jp
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